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1 生涯未婚率は，45～49歳の年齢別未婚率と50～54歳の年齢別未婚率の平均値である。
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【論文要旨】
本研究では，未婚化の帰結としての非婚化について，その要因を実証分析によって突き止めるこ
とを目的とした。非婚は定義上観察対象が50歳を迎えてからでしか実質的には測定できないた
め，サンプルサイズの問題からこれまでサーベイを用いた実証的な研究はほとんど行われてこなか
った。本研究では JGSS のサーベイデータを複数プールすることによって実質的な非婚をとらえそ
の要因を分析した。
分析の結果，初職の企業規模が大企業であることが非婚である確率を減少させ，三世代同居を望
ましいと感じていることが非婚である確率を高めることが明らかとなった。このことは非婚の要因
として経済的な困難と個人の家族観がかかわっていることを示唆している。
【キーワード】 非婚化，未婚化，晩婚化，高齢化，二項ロジスティック回帰
 はじめに
近年一つの社会問題となっていた未婚化・晩婚化問題は新たなステージへと進行しつつある。
2015年の50歳時未婚割合（以下生涯未婚率)1 は男性で23.4，女性で14.1と未婚化・晩婚化社
会の帰結としての非婚化社会がいよいよ現実として現れるようになってきた。そもそも未婚化とい
う単語は「未だ結婚しないがいずれ結婚する」という状態を，晩婚化という単語は「未婚化の結果，
結婚が遅れている」という状態をそれぞれ表しており，そこには共通して「いずれは結婚する」と
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2 平成28年度『人口動態特殊報告』婚姻に関する統計によると，2015年の全婚姻に占める50歳以上の夫および
妻の割合は夫が6.1，妻が3.8であった。
図 性別歳時未婚割合（生涯未婚率)
出所 国立社会保障・人口問題研究所『人口統計資料集2018』第 623表の数値より作図。
いう期待が込められていた。しかし前述した通り50歳時の未婚率は非常に高い水準を示すように
なり，50歳以降に結婚する件数が多数ではないことから2 も，もはや「いずれ結婚する」という見
立ては通らず，「結婚しない」という選択をとる人々が増えた社会，すなわち非婚化社会に突入し
てきているといえる。
しかしそのような状況の中で，非婚がなぜ起こるのかということについてはあくまで未婚化の分
析の文脈の中でのみ語られ，非婚化それ自体の要因を分析した研究はほとんど行われていない。こ
れは非婚をとらえるためには観察対象が50歳以上にならなければならないために，サーベイを行
ってもサンプルが少なく非婚をとらえきれないことが一つの要因である。そこで本研究では JGSS
（日本版総合社会調査）の JGSS2000, JGSS2001, JGSS2002, JGSS2003, JGSS2005, JGSS2006,
JGSS2008, JGSS2010, JGSS2012をプールすることで50歳以上かつ配偶関係がとらえられる大規模
データを作成し，非婚化社会をとりまく環境を記述し，その要因について一定の示唆を与えること
を目標とする。
 非婚化の状況と先行研究
. 非婚化の進展状況
まずわが国の未婚化，晩婚化，非婚化についてマクロ的な趨勢を確認する。図 1 は性別の生涯
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表 出生動向基本調査の調査別に見た，未婚者の生涯の結婚意思
生涯の結婚意思
第 9 回
調査
第10回
調査
第11回
調査
第12回
調査
第13回
調査
第14回
調査
第15回
調査
1987年 1992年 1997年 2002年 2005年 2010年 2015年
【男性】
いずれ結婚するつもり 91.8 90.0 85.9 87.0 87.0 86.3 85.7
一生結婚するつもりはない 4.5 4.9 6.3 5.4 7.1 9.4 12.0
不詳 3.7 5.1 7.8 7.7 5.9 4.3 2.3
総数（18～34歳） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
客体数 3299 4215 3982 3897 3139 3667 2705
【女性】
いずれ結婚するつもり 92.9 90.2 89.1 88.3 90.0 89.4 89.3
一生結婚するつもりはない 4.6 5.2 4.9 5.0 5.6 6.8 8.0
不詳 2.5 4.2 6.0 6.7 4.3 3.8 2.7
総数（18～34歳） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
客体数 3299 4215 3982 3897 3139 3667 2705
出所 国立社会保障・人口問題研究所「第15回出生動向基本調査 結婚と出産に関する全国調査 独身者調
査の結果概要」p. 13
未婚率を表している。これによると，男性の生涯未婚率は1980年から上昇し始め，1980年の時点
で2.6であった生涯未婚率は2015年には23.4へと急激に上昇していることがわかる。また女性
の生涯未婚率についても1950年の時点で1.4であった生涯未婚率が1970年に3.3に上昇したの
ち，1990年に4.3，2015年には14.1と急激に上昇していることが確認できる。
非婚をとらえた調査としては国立・社会保障人口問題研究所が行っている『出生動向基本調査』
があげられる。『出生動向基本調査』では結婚している夫婦と独身者それぞれに別の調査を行って
おり，このうち独身者の調査で非婚に関する状況をとらえることが出来ている。『出生動向基本調
査』によると1987年の第 9 回調査時に生涯の結婚意思について「一生結婚するつもりはない」と
答えた割合は男性で4.5，女性で4.6であり，その後横ばいの状態が続いたが，2005年の第13回
調査から微増しはじめ，2015年の第15回調査では男性で12.0，女性で8.0と増加傾向にある
（表 1）。
. 未婚化・晩婚化に関する先行研究
このように1920年から2010年にかけての日本は大きな晩婚化，未婚化の波を経験している。1
度目は1920年から1940年代であり，これは世界的に戦争が多発していた時期と一致する。2 度目
は1970年代以降という石油危機以降の時期である。この晩婚化，未婚化の進展は，1 度目について
は戦争への出征による結婚難として捉えられ（Dixon 1978），日本の晩婚化，未婚化研究は主に 2
度目の晩婚化，未婚化の要因の探求にその焦点が当てられてきた。
これら確認された「全体的な」未婚化・晩婚化の進展が何によってたらされているかという点に
ついては，非婚化そのものに対する研究に比べて，先行研究の蓄積が多い。Oppenheimer は「メ
イトサーチ仮説」を提唱して女性の結婚行動を説明した。Oppenheimer によれば，配偶者を探す
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にあたって，その探索期間が長くなればなるほど費用がかかるため，女性が高い経済力を得れば得
るほど，配偶者を探す期間を延長し，結婚のタイミングを遅くすることができる。この仮説に従え
ば，高い経済力をもつ女性は，配偶者を探す期間が長くなるため晩婚になりやすくなるが，結婚自
体は行うことができる（Oppenheimer 1988）。
日本については，1970年代以降の未婚化や晩婚化について，安藏は女性の高学歴化や女子就業
の拡大などの女性のライフコースの多様化を未婚化の要因として提示している（安藏 2008）。さ
らに加藤は未婚化をもたらした主な要因を，マクロ経済成長の低下にともなう階層格差の拡大と個
人主義イデオロギーの普及による共同体的結婚システムの弱体化であると指摘している（加藤
2011）。加藤は男性の未婚化が女性の未婚化に先行して発生したことに着目し，女性の未婚化の主
な要因を女性の側から見た結婚相手の選択可能性の低下，すなわち経済的に結婚可能な男性の人口
規模の減少であるとしている（加藤 2004）。
また Raymo は女性の社会進出の進行と高学歴化に伴い，上方婚指向の女性に対する結婚市場が
相対的に縮小し，これが結果的に未婚率の上昇を引き起こしているとする「結婚市場におけるミス
マッチング仮説」を日本の結婚市場において実証し，未婚率上昇の原因として，女性の社会進出の
進行と高学歴化による結婚市場のミスマッチを指摘した（Raymo and Iwasawa 2005）。
加えて結婚の形態に関して，戦後から現代に至るまでの間に，いわゆる見合い結婚の数が減少
し，職縁，学縁，友縁結婚の数が相対的に増加したことが未婚率を引き上げたとする分析もある
（岩澤・三田 2005）。これは加藤のいう共同体的結婚システムの弱体化が女性の未婚化を引き起こ
しているということである。
 データと方法
本分析では日本版総合的社会調査（Japanese General Social Surveys: JGSS）の2000年版（以下
JGSS2000）， 2001年版（以下 JGSS2001）， 2002年版（以下 JGSS2002）， 2005年版（以下
JGSS2005）， 2006年版（以下 JGSS2006）， 2008年版（以下 JGSS2008）， 2010年版（以下
JGSS2010），2012年版（以下 JGSS2012）をプールして用いる。JGSS は全国を調査対象地域とし
て大阪商業大学 JGSS 研究センター（文部科学大臣認定日本版総合的社会調査共同研究拠点）が，
東京大学社会科学研究所の協力を受けて実施している研究プロジェクトであり，層化二段無作為抽
出法によって標本抽出がなされている。調査対象は表 2 の時点で満20歳以上89歳以下の男女個人
である。
本分析では非婚をとらえるために対象者を50歳以上に限定する。50歳以上に限定した上で結婚
状況について未婚と回答した場合に非婚状態に，それ以外の状態（現在，配偶者がいる・離別・死
別・離婚を前提に別居中，同棲中）については結婚経験ありとし，二値をとる結婚状態の変数を作
成した。表 3 はこのようにして50歳以上に限定した各データセットにおける結婚状態に関する変
数の度数とその構成割合を表したものである。また本データはプールデータであるため本人年齢に
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表 使用する調査名，調査時点および変数名
調査名 調査時点
変 数 名
三世代同居観 初職の企業規模 15歳の頃の世帯収入のレベル
JGSS2000 2000年 6 月25日 ◯ ◯ ◯
JGSS2001 2001年 9 月 1 日 ◯ ◯ ◯
JGSS2002 2002年 9 月 1 日 ◯ ◯ ◯
JGSS2003 2003年 9 月 1 日 留置 A × 留置 A
JGSS2005 2005年 9 月 1 日 ◯ ◯ ◯
JGSS2006 2006年 9 月 1 日 留置 B ◯ ◯
JGSS2008 2008年 8 月31日 留置 A ◯ ◯
JGSS2010 2009年12月31日 留置 A ◯ ◯
JGSS2012 2011年12月31日 ◯ ◯ ◯
表 調査回別結婚状態および構成割合
調査名
結婚経験（件) 構成割合（)
合 計 結婚経験あり 未婚 合 計 結婚経験あり 未婚
JGSS2000 1589 1552 37 100.0 97.7 2.3
JGSS2001 1605 1555 50 100.0 96.9 3.1
JGSS2002 1682 1639 43 100.0 97.4 2.6
JGSS2003 2184 2110 74 100.0 96.6 3.4
JGSS2005 1205 1162 43 100.0 96.4 3.6
JGSS2006 2471 2389 82 100.0 96.7 3.3
JGSS2008 2434 2350 84 100.0 96.5 3.5
JGSS2010 2880 2759 121 100.0 95.8 4.2
JGSS2012 2703 2594 109 100.0 96.0 4.0
合 計 18753 18110 643 100.0 96.6 3.4
3 例えば同じ50歳でも JGSS2012における1961年生まれの50歳と，JGSS2000における1950年生まれの50歳が
同じデータセット内に混在することになる。
ついて同じ値をとっていても生年が異なることがある3。このため本分析では生年から出生コー
ホートの変数を作成し，これを投入している。
 分析結果
. 記述的分析
まず作成したデータセット内における出生コーホート別の結婚状態を確認する。図 2 は出生
コーホート別に結婚状態の構成割合をまとめたものである。これを確認すると，男性については出
生コーホートの年代が上昇するにしたがって非婚の割合は増加しており，特に1940年～1944年出
生コーホート以降急激に増加していることがわかる。また女性についてはほぼ横ばい状態となって
いる。加えて女性の非婚の割合の変化が少ないために1940年～1944年出生コーホートを境に男性
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図 性別，出生コーホート別非婚割合
出所 JGSS2000, JGSS2001, JGSS2002, JGSS2003, JGSS2005, JGSS2006, JGSS2008, JGSS2010,
JGSS2012の50歳以上ケースプールデータより筆者作成
と女性の非婚の割合が逆転している。1940年～1944年出生コーホートは50歳時に1990年～1994年
になっており，これは 1 章で提示した図 1 で生涯未婚率の男女の値が逆転した時期とほぼ一致し
ている。
次にこの結婚状態の変数を従属変数とした多変量解析を行い，出生コーホート以外の社会・経済
的な要因の影響をコントロールする。本分析では従属変数が二値をとるカテゴリカル変数であるた
め，分析には二項ロジスティック回帰分析を使用した。
. 二項ロジスティック回帰分析による非婚の規定要因分析
.. 使用する変数と分析手法
本分析には，二項ロジスティック回帰分析を用いる（三輪・林 2014）。二項ロジスティック回
帰分析は，二値の値をとるカテゴリカル変数に関する確率のオッズ，そしてロジットを従属変数と
する回帰分析である。本分析で扱う従属変数である結婚状態は，非婚，結婚経験ありの二値をとる
ため，二項ロジスティック回帰分析を使用した。二項ロジスティック回帰分析のモデルは以下のよ
うに表される。
loge



p
1－p



＝b0＋b1x1＋b2x2＋…＋bkxk
ここで p は結婚状態の変数が非婚の値をとる確率を意味しており，モデルのパラメータは最尤法
によって推定される。また分析ソフトは IBM 社の SPSS Statistics 25を利用した。
前述したとおり，本分析で扱う従属変数は，非婚，結婚経験ありの二値をとるカテゴリカル変数
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である。またコーホート効果をコントロールするために出生コーホートの変数を投入した。本分析
では2000年時点の89歳（1911年生まれ）から2011年時点の50歳（1961年生まれ）までの生年が分
析に含まれるため，1929年以前の出生コーホートと1955年以後の出生コーホートはそれぞれ一つ
の値にまとめ，間の出生コーホートは 5 年間隔で投入した。
また先行研究から未婚に対して効果を持っていた要因として，本人学歴（安藏 2008・Raymo
and Iwasawa 2005）を投入した。本人学歴の変数は調査回によって回答できる学校種に差異があ
るが，高卒以下，短大高専卒，大卒以上の 3 つのカテゴリーを設定し，再コーディングを行っ
た。就業についても未婚化への影響が指摘されていたが（Raymo and Iwasawa 2005），本分析で
はデータをプールして分析を行う都合上，就業形態の変数を利用することが出来ない。そこで代替
変数として初職の企業規模を投入した。JGSS では初職の企業規模を「同じ会社・組織で働いてい
た方の人数は，この中のどれにあたりますか。身近な職場だけではなく，会社・組織全体でお答え
ください。また，あなた自身，家族従業者，パートタイムの方など，働いている方すべてを含めて
ください。」という設問を設定している。回答は人数別の11カテゴリーと官公庁，わからないから
選択するようになっているが，本分析では従業員数300人を基準として中小企業，大企業にカテゴ
ライズを行った。また初職について就労経験はないと答えたものについては就労経験なしとしてカ
テゴリーを設定し分析に投入した。ただし表 2 にあるとおり初職の企業規模については JGSS2003
で設問が設定されていないため，多変量回帰分析を行うにあたっては JGSS2003のデータは分析か
ら除外した。加えて個人主義イデオロギーの影響（加藤 2011）を考慮し，三世代同居について賛
成か反対かを聞いた変数を分析に投入した。この三世代同居への賛否の変数は JGSS の年度によっ
ては片方の留置票でしか聞かれてないことがあり，それら非該当となるケースについては分析から
除外した。表 2 にどのデータセットで三世代同居観が片側の留置票によって聞かれたかがまとま
っている。また経済的な影響（加藤 2004）を考慮するために，15歳の頃の世帯収入レベルを投入
した。JGSS では15歳の頃の世帯収入のレベルについて，「あなたが15歳の頃のあなたの世帯収入
は，当時の平均的な世帯と比べて，どうでしたか。」という設問を設定している。回答は平均より
かなり少ない，平均より少ない，ほぼ平均，平均より多い，平均よりかなり多いの 5 件法で答え
る形となっている。これは本分析に含まれるサンプルには定年退職等で仕事を行っていない個人が
多く含まれている関係で，世帯年収や本人年収等の値が直接利用できないことによる。本分析では
5 つのカテゴリーに対して 1～5 の得点をそれぞれ与え，そのまま連続変数として分析に投入し
た。具体的には「平均よりかなり少ない」を 1，「平均より少ない」を 2，「ほぼ平均」を 3，「平均
より多い」を 4，「平均よりかなり多い」を 5 とした。
これらの変数に性別をコントロール変数として加えて分析を行った。また，図 2 から出生コー
ホートと性別の間に交互作用が存在することが示唆されるため，上記変数によるモデルを推定した
のちに性別と出生コーホートの交互作用項を投入したモデルについても推定を行った。以上の操作
の結果，多変量解析に用いるデータセットのサンプルサイズは11443件となった。多変量解析に用
―  ―
表 分析に用いる変数の記述統計
出生コーホート 1929年以前生まれコーホート 14.3
1930～1934年生まれコーホート 12.6
1935～1939年生まれコーホート 15.5
1940～1944年生まれコーホート 18.1
1945～1949年生まれコーホート 18.8
1950～1954年生まれコーホート 13.5
1955年以後生まれコーホート 7.1
初職の企業規模 中小企業 48.9
大企業 35.5
官公庁 9.0
就労経験なし 6.6
本人学歴 高卒以下 77.0
短大高専卒 7.2
大卒以上 15.8
性別 男性 46.6
女性 53.4
三世代同居観 望ましい 68.5
望ましくない 31.5
15歳の頃の世帯収入レベル 2.26
N＝ 11443
注) 数値はパーセント。ただし15歳の頃の世帯収入レベルについては平均値。
いる変数の記述統計は表 4 のとおりである。
.. 分析結果
表 5 が二項ロジスティック回帰分析を用いた結婚状態に関する推定結果である。Model 1 を見る
と，1935～1939年生まれコーホート以外の出生コーホートの変数と，初職の企業規模の変数のう
ち大企業であること，性別，三世代同居に賛成であることが非婚に対して有意な効果を持っている
ことがわかる。出生コーホートの変数の効果については前述した記述分析の結果と適合しており，
コーホートの年代が上昇するほど非婚となる確率が上昇していることを表している。また初職の企
業規模が大企業であることは非婚に対して負の効果を持っており，これは相対的に経済力が豊かな
個人が結婚を行うことを示唆しており，未婚化の要因に関する先行研究と適合する。三世代同居に
賛成であることは非婚に対して正の効果を持っており，これは先行研究で示された効果とは逆の効
果である。
Model 2 では性別と出生コーホートの交互作用項を投入したモデルを推定している。このモデル
では出生コーホートと性別の主効果はすべて有意な効果を持っておらず，交互作用項が有意な効果
を持った。これは出生コーホートの効果が男性にのみ効果があることを意味しているが，これも前
述した記述分析の結果と適合している。また性別と出生コーホートの交互作用項を投入したモデル
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表 非婚に関する二項ロジスティック回帰分析結果
Model 1 Model 2
B 標準誤差 B 標準誤差
出生コーホート
1929年以前生まれコーホート －0.71 0.26 －0.14 0.29
1930～1934年生まれコーホート －0.55 0.25 －0.22 0.32
1935～1939年生まれコーホート －0.24 0.21 0.06 0.27
（1940～1944年生まれコーホート） 0.00 ― 0.00 ―
1945～1949年生まれコーホート 0.46 0.17 0.30 0.25
1950～1954年生まれコーホート 0.76 0.18 0.08 0.28
1955年以後生まれコーホート 1.03 0.19 0.48 0.30
初職の企業規模
（中小企業） 0.00 ― 0.00 ―
大企業 －0.23 0.12 －0.23 0.12
官公庁 －0.13 0.20 －0.13 0.20
就労経験なし －0.22 0.29 －0.52 0.29
本人学歴
（高卒以下） 0.00 ― 0.00 ―
短大高専卒 0.03 0.18 0.15 0.19
大卒以上 －0.22 0.16 －0.25 0.16
性別 0.24 0.11 0.00 0.27
三世代同居賛成 0.21 0.12 0.20 0.12
15歳の頃の世帯収入レベル －0.04 0.05 －0.06 0.05
性別×出生コーホート
性別×1929年以前生まれコーホート －2.83 1.06
性別×1930～1934年生まれコーホート －0.72 0.51
性別×1935～1939年生まれコーホート －0.70 0.43
（性別×1940～1944年生まれコーホート） 0.00 ―
性別×1945～1949年生まれコーホート 0.31 0.34
性別×1950～1954年生まれコーホート 1.13 0.36
性別×1955年以後生まれコーホート 0.91 0.39
cons －3.566 0.209 －3.41 0.24
－2 log likelihood 3259.60 3104.09
N 11443
p＜0.01 p＜0.05 p＜0.10
注) 二項ロジスティック回帰による推計。（ ）はレファレンスカテゴリーをあらわす。
でも初職の企業規模が大企業であることと三世代同居に賛成であることは Model 1 と同様に有意
な効果を持っていた。加えて交互作用項を投入したモデルでは初職の企業規模が就労経験なしであ
ることが非婚に対して負の効果を持っていた。
図 3 は Model 2 で推定された係数を使用して，非婚の予測確率を出生コーホート別にまとめた
ものである。これを確認すると，やはり1940～1944年出生コーホートを境に男女の非婚確率の値
は逆転していることがわかる。
―  ―
図 出生コーホート別に見た性別非婚確率
出所 表 4 Model 2 の推定値より筆者計算。出生コーホートと性別の変数以外の変数はレ
ファレンスカテゴリーの値を使用している。
 結論および今後の課題
. 結論
非婚は定義上観察対象が50歳を迎えてからでしか実質的には測定できないため，サンプルサイ
ズの問題からこれまでサーベイを用いた実証的な研究はほとんど行われてこなかった。そこで本研
究では JGSS のプールデータを作成することでサンプルサイズの問題を解決し，非婚をより精緻に
とらえ，その要因を明らかにすることを目的とした。
以上の結果から非婚に対して以下の点が指摘できる。近年の出生コーホートであればあるほど
非婚になる確率は上昇している。ただし本研究で扱ったデータセットの範囲（1911年生まれ～
1961年生まれ）では，男性にのみ出生コーホートの効果があり，女性については出生コーホート
の効果は見られない。初職の企業規模が大企業であると非婚になりづらくなる。本人学歴は結
婚状態に対して効果を持たない。三世代同居に賛成であると非婚になりづらくなる。出生コー
ホートの効果と初職の企業規模についてはおおむね未婚化に関する先行研究やマクロ統計に適合す
る結果が得られたが，学歴と三世代同居観についてはその影響を確認することはできなかった。
. 今後の課題
本分析において学歴が効果を持たなかったことは，一つの興味深い結果である。従来の未婚化の
分析では女性の高学歴化が未婚化を促進する要因として指摘されてきたが，本分析ではその効果は
見られなかった。これは非婚に対しては本人の学歴は効果を持たないことを表している（すなわち
―  ―
最終的に結婚する際には学歴を考慮せずに結婚している可能性がある）が，本分析で扱ったデータ
セットの範囲は1911年生まれ～1961年生まれの間であり，女性の社会進出が加速していくのはま
さに1960年代以降であるため，本分析ではその効果を適切にとらえられていない可能性がある。
また三世代同居観については本分析ではデータセットの制約から本人のきょうだい数に関して変数
を投入することが出来なかったが，このことが未婚化の要因に関する先行研究とは逆の効果を持っ
た要因である可能性がある。
本分析によって確認された非婚化の加速や，未婚化の要因として挙げられていたものの内の一部
が，非婚化に対しても影響を持っていたという点については，今後非婚化について考察を加える上
で有用な知見となりえると考えられる。しかし上述した通り，本分析で扱ったデータセットの範囲
では多くの個人が高度経済成長中に結婚しており，男女雇用機会均等法成立以降の女性の社会進出
等の要因については適切にとらえられていない可能性があるため，これらの点については，今後の
課題としたい。
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